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2020年３月４日 

厚生労働省 

大臣 加藤 勝信 様 

全国学童保育連絡協議会 

会長 西田 隆良 

新型コロナウイルス感染症防止のための一斉臨時休校に関連しての
学童保育の対応についての緊急申入書 

2020年２月27日、国の新型コロナウイルス感染症対策本部の会合で、感染拡大を防止するた

め、３月２日から春休みまで、全国の小中高校や特別支援学校を臨時休校にする要請を首相が

表明しました。 

その直後に厚生労働省は、保護者の就労状況を考慮し、保育所と学童保育は一斉臨時休園の

要請対象ではないとして、子ども家庭局保育課・子ども家庭局子育て支援課連名の事務連絡「新

型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての保育所等の対応について」

を発出しています。 

突然の休校要請にともなう学校休業中の学童保育への対応要請に、子どもの受け入れ体制の

構築、指導員の確保など、学童保育現場は大変混乱しています。感染拡大の抑制と子どもたち

の健康最優先を目的に全国規模で一斉休校になっても、学童保育を休ませる家庭、働かなけれ

ばならない・仕事を休めないために、日中、子どもを一人で過ごさせざるを得ない家庭などさ

まざまです。 

国は、働く保護者を支えるという意味で、学童保育が保育所と同様に社会を支える事業とし

て大切だというメッセージが発せられた一方、これまで「子どものいる時間だけの事業」との

認識で実施していた自治体や現場の指導員からは、「年度末のこの時期に、放課後数時間では

なく、一日を通して開所する」ことへの対応に苦慮している様子も伝わってきます。学童保育

には、専門的な知識や技能を身につけた指導員が、八時間勤務の常勤雇用で複数配置されるこ

との必要性が浮き彫りになったとも言えます。 

「学童保育の役割」「子どもたちの発達の特性」「学童保育の生活内容」を理解したうえで、

子どもが安全に安心して過ごせる「生活の場」を保障するために必要な条件整備、財政措置が

必要です。 

現状と課題、要望内容 

 

１ 放課後児童健全育成事業（運営費）と保育料の取り扱いについて 

（１）2020年２月28日付、内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）と

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課連名の事務連絡「新型コロナウイルス感染症防止のた

めの学校の臨時休業に関連しての放課後児童健全育成事業に対する財政措置について」にお

いて、「原則として開所していただくようお願いをした」にあたり、放課後数時間でなく、

一日保育にするために、「追加で生じる放課後児童健全育成事業にかかる費用については、

内閣府計上の令和元年度子ども・子育て支援交付金において、 

・小学校の臨時休業に伴い、午前中から運営する場合…１日当たり 10,200円 

・小学校の臨時休業に伴い。支援の単位を新たに設けて運営する場合 

  …１日当たり 36,000円 

の加算を創設し、保護者負担は求めず、国庫負担割合を10/10として補助することを予定」 

と示されました。 
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現在、学校長期休業中の一日保育にあたっては、月額の保育料に加算しているところがあ

ります。 

 

［要望］午前中から運営する場合、追加で生じる費用は、人件費のほか、通勤交通費、光熱

水費等があります。障害のある子どもを受け入れている場合もあります。保護者負担が増え

ないように、さらなる増額を要望します。 

また、人数規模に応じて補助金が算定されるため、家庭での保育を求めた学童保育に対し

て、補助金が減額されないようにしてください。 

 「支援の単位を新たに設けて運営する場合」の加算を活用して、現在40名の学童保育を20

人ずつの支援の単位にわけ、子どもの集団の規模を小さくすることもできるよう、考え方を

示してください。 

 

（２）2020年２月27日付、子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）と厚生労働省子ど

も家庭局子育て支援課連名の事務連絡「新型コロナウイルス感染症対策に伴う子ども・子育

て支援交付金の取扱いについて」には、「休業の要請を受けて…臨時休業している場合にお

いて」「もともと開所の予定があったものについては、開所したものとして算定して差し支

えありません」とありました。 

 

［要望］発症者が出て、閉所せざるを得ない状況になった際には、指導員が出勤したものと

して、賃金保障もしてください。保育料返金についても、しかるべき対応をしてください。 

 

２ 衛生用品の確保について 

現場からは、「消毒液やペーパータオル、体温計やマスクが十分に備蓄されていない、店

頭で手に入らない」との声も寄せられています。 

 

［要望］自治体から、保育所や介護施設に支給されるのと同様に、運営主体がいずれであろ

うとも支給される仕組みを構築してください。 

 
３ 学校や児童館等の公共施設との協力、学校関係者との連携・調整について 

 2020年３月２日付、文部科学省初等中等教育局長、文部科学省総合教育政策局長、文部科

学省大臣官房文教施設企画・防災部長、厚生労働省子ども家庭局長、厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長連名の局長通知「新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨

時休業に関連した放課後児童クラブ等の活用による子どもの居場所の確保について（依頼）」

を発出し、「学校の教室等の活用」が示されました。 

 ある自治体では、教育長から校長あてに、「運動場、体育館など一時的に学校施設の使用

について要請があった場合は、必要に応じて柔軟に対応」することを依頼する通知がでてい

ます。 

 一方で、児童館が閉館したことにともない、児童館施設を利用できなくなる学童保育もあ

ります。 

 

［要望］学校休業中、体育館やグラウンド、そのほか利用可能な学校施設を学童保育が使用

できるよう、連携・協力促進のための調整をしてください。 

 また、児童館等の公共施設の活用ができるよう調整をしてください。 
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４ 高学年の子どもたちの受け入れについて 

低学年が優先されるため、４年生以上の高学年の子どもたちの受け入れが手薄になってい

ます。 

 

［要望］学童保育に在籍しているすべての小学生が利用できるように対応してください。 

 

５ 情報の共有について 

［要望］運営形態にかかわらず、すべての学童保育が、自治体の所管、学校、保健所等と情

報を共有できる仕組みを構築してください。 

 

６ 学童保育における発症を想定した対応について 

学童保育の現場では、「教室よりも狭い場所で大勢の子どもが丸一日過ごすことになれば、

健康面や安全面、情緒面ではむしろ悪影響になるのではないか」との懸念もあります。 

 

［要望］事業者や指導員には感染防止の対策の徹底を促すと同時に、万が一、子どもをはじ

めとして、当該学童保育関係者が発症した場合、風評被害が出ないないよう、理解を求める

通知を発出してください。 


